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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第３部門第３区分
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【手続補正書】
【提出日】平成25年2月18日(2013.2.18)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも４５重量％のトランス‐１，３，３，３‐テトラフルオロプロペン（Ｒ‐１
２３４ｚｅ（Ｅ））と、１０重量％以下の二酸化炭素（Ｒ‐７４４）と、２～５０重量％
の１，１，１，２‐テトラフルオロエタン（Ｒ‐１３４ａ）とを含んでなる、熱伝達組成
物。
【請求項２】
　Ｒ‐１２３４ｚｅ（Ｅ）を４５～９６％、Ｒ‐７４４を２～６重量％、Ｒ‐１３４ａを
２～５０重量％含んでなる、請求項１に記載の組成物。
【請求項３】
　Ｒ‐１２３４ｚｅ（Ｅ）を７９～９６％、Ｒ‐７４４を２～６重量％、Ｒ‐１３４ａを
２～１５重量％含んでなる、請求項２に記載の組成物。
【請求項４】
　Ｒ‐１２３４ｚｅ（Ｅ）を７９～９０％、Ｒ‐７４４を４～６重量％、Ｒ‐１３４ａを
６～１５重量％含んでなる、請求項３に記載の組成物。
【請求項５】
　Ｒ‐１２３４ｚｅ（Ｅ）、Ｒ‐７４４およびＲ‐１３４ａから実質的になる、請求項１
～４のいずれか一項に記載の組成物。
【請求項６】
　ペンタフルオロエタン（Ｒ‐１２５）をさらに含んでなる、請求項１～４のいずれか一
項に記載の組成物。
【請求項７】
　組成物が、１０００未満、好ましくは１５０未満のＧＷＰを有している、請求項１～６
のいずれか一項に記載の組成物。
【請求項８】
　温度勾配が約１０Ｋ未満、好ましくは約８Ｋ未満である、請求項１～７のいずれか一項
に記載の組成物。
【請求項９】
　組成物が、置き換えようと意図される既存の冷媒の約１５％以内、好ましくは約１０％
以内で、体積冷却能力を有している、請求項１～８のいずれか一項に記載の組成物。
【請求項１０】
　組成物が、Ｒ‐３２単独、Ｒ‐１５２ａ単独またはＲ‐１２３４ｙｆ単独よりも燃えに
くい、請求項１～９のいずれか一項に記載の組成物。
【請求項１１】
　組成物が、Ｒ‐３２単独、Ｒ‐１５２ａ単独またはＲ‐１２３４ｙｆ単独と比べて、
（ａ）高い可燃限界、
（ｂ）高い点火エネルギー、および／または
（ｃ）低い火炎速度
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を有している、請求項１０に記載の組成物。
【請求項１２】
　０．４２～０．７、好ましくは０．４４～０．６７のフッ素比（Ｆ／（Ｆ＋Ｈ））を有
している、請求項１～１１のいずれか一項に記載の組成物。
【請求項１３】
　不燃性である、請求項１～１２のいずれか一項に記載の組成物。
【請求項１４】
　組成物が、置き換えようと意図される既存の冷媒の約５％以内のサイクル効率を有して
いる、請求項１～１３のいずれか一項に記載の組成物。
【請求項１５】
　組成物が、置き換えようと意図される既存の冷媒の約１５Ｋ以内、好ましくは約１０Ｋ
以内の圧縮器吐出温度を有している、請求項１～１４のいずれか一項に記載の組成物。
【請求項１６】
　潤滑剤と、請求項１～１５のいずれか一項に記載の組成物とを含んでなる、組成物。
【請求項１７】
　潤滑剤が、鉱油、シリコーン油、ポリアルキルベンゼン類（ＰＡＢｓ）、ポリオールエ
ステル類（ＰＯＥｓ）、ポリアルキレングリコール類（ＰＡＧｓ）、ポリアルキレングリ
コールエステル類（ＰＡＧエステル）、ポリビニルエーテル類（ＰＶＥｓ）、ポリ（アル
ファ‐オレフィン類）およびそれらの組合せから選択される、請求項１６に記載の組成物
。
【請求項１８】
　安定剤をさらに含んでなる、請求項１６または１７に記載の組成物。
【請求項１９】
　安定剤が、ジエン系化合物類、ホスフェート類、フェノール化合物類およびエポキシド
類、ならびにそれらの混合物から選択される、請求項１８に記載の組成物。
【請求項２０】
　難燃剤と、請求項１～１９のいずれか一項に記載の組成物とを含んでなる、組成物。
【請求項２１】
　難燃剤が、トリ（２‐クロロエチル）ホスフェート、（クロロプロピル）ホスフェート
、トリ（２，３‐ジブロモプロピル）ホスフェート、トリ（１，３‐ジクロロプロピル）
ホスフェート、リン酸二アンモニウム、様々なハロゲン化芳香族化合物、酸化アンチモン
、アルミニウム三水和物、ポリ塩化ビニル、フッ素化ヨードカーボン、フッ素化ブロモカ
ーボン、トリフルオロヨードメタン、ペルフルオロアルキルアミン類、ブロモ‐フルオロ
アルキルアミン類およびそれらの混合物からなる群より選択される、請求項２０に記載の
組成物。
【請求項２２】
　冷媒組成物である、請求項１～２１のいずれか一項に記載の組成物。
【請求項２３】
　請求項１～２２のいずれか一項に記載の組成物を含有している、熱伝達装置。
【請求項２４】
　熱伝達装置における、請求項１～２２のいずれか一項に記載の組成物の使用。
【請求項２５】
　冷却装置である、請求項２３または２４に記載の熱伝達装置。
【請求項２６】
　自動車空調システム、住宅空調システム、業務用空調システム、住宅用冷蔵庫システム
、住宅用冷凍庫システム、業務用冷蔵庫システム、業務用冷凍庫システム、冷却機空調シ
ステム、冷却機冷却システムと、業務用または住宅用ヒートポンプシステムからなる群よ
り選択される、請求項２５に記載の熱伝達装置。
【請求項２７】
　圧縮器を内蔵している、請求項２５または２６に記載の熱伝達装置。
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【請求項２８】
　請求項１～２２のいずれか一項に記載の組成物を含んでなる、発泡剤。
【請求項２９】
　発泡体を形成可能な１種以上の成分と、請求項１～２２のいずれか一項に記載の組成物
とを含んでなる発泡性組成物であって、発泡体を形成可能な１種以上の成分が、ポリウレ
タン類、熱可塑性ポリマーおよび樹脂、例えばポリスチレン、およびエポキシ樹脂、なら
びにそれらの混合物から選択される、発泡性組成物。
【請求項３０】
　請求項２９に記載の発泡性組成物から得られる、発泡体。
【請求項３１】
　請求項１～２２のいずれか一項に記載の組成物を含んでなる、請求項３０に記載の発泡
体。
【請求項３２】
　スプレーされるべき物質と、請求項１～２２のいずれか一項に記載の組成物とを含んで
なる噴射剤とを含んでなる、スプレー用組成物。
【請求項３３】
　請求項１～２２のいずれか一項に記載の組成物を凝縮させ、その後、冷却されるべき物
品の近くで該組成物を蒸発させることを含んでなる、物品を冷却する方法。
【請求項３４】
　加熱されるべき物品の近くで請求項１～２２のいずれか一項に記載の組成物を凝縮させ
、その後、該組成物を蒸発させることを含んでなる、物品を加熱する方法。
【請求項３５】
　バイオマスを請求項１～２２のいずれか一項に記載の組成物を含んでなる溶媒と接触さ
せ、該溶媒から物質を分離することを含んでなる、バイオマスから物質を抽出する方法。
【請求項３６】
　物品を請求項１～２２のいずれか一項に記載の組成物を含んでなる溶媒と接触させるこ
とを含んでなる、物品を清浄化する方法。
【請求項３７】
　水溶液を請求項１～２２のいずれか一項に記載の組成物を含んでなる溶媒と接触させ、
該溶媒から物質を分離することを含んでなる、水溶液から物質を抽出する方法。
【請求項３８】
　粒状固体マトリックスを請求項１～２２のいずれか一項に記載の組成物を含んでなる溶
媒と接触させ、該溶媒から物質を分離することを含んでなる、粒状固体マトリックスから
物質を抽出する方法。
【請求項３９】
　請求項１～２２のいずれか一項に記載の組成物を含有している、機械的動力発生装置。
【請求項４０】
　ランキンサイクルまたはその変法を用いて熱から動力を発生するように構成されてなる
、請求項３９に記載の機械的動力発生装置。
【請求項４１】
　既存の熱伝達流体を除去して、請求項１～２２のいずれか一項に記載の組成物を導入す
る工程を含んでなる、熱伝達装置を改修する方法。
【請求項４２】
　熱伝達装置が冷却装置である、請求項４１に記載の方法。
【請求項４３】
　熱伝達装置が空調システムである、請求項４２に記載の方法。
【請求項４４】
　既存の化合物または組成物を含んでなる製品の作動から生じる環境影響を減らす方法で
あって、既存の化合物または組成物を少なくとも部分的に請求項１～２２のいずれか一項
に記載の組成物で置き換えることを含んでなる、方法。
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【請求項４５】
　Ｒ‐１３４ａを含有する、請求項１～２２のいずれか一項に記載の組成物および／また
は請求項２３および２５～２７のいずれか一項に記載の熱伝達装置を製造する方法であっ
て、Ｒ‐１２４３ｚｅ（Ｅ）、Ｒ‐７４４、何らかの追加の第三成分、および所望により
Ｒ‐１２５、潤滑剤、安定剤および／または難燃剤を、Ｒ‐１３４ａである既存の熱伝達
流体を含有する熱伝達装置へ導入することを含んでなる、方法。
【請求項４６】
　Ｒ‐１２４３ｚｅ（Ｅ）、Ｒ‐７４４、何らかの追加の第三成分、および所望によりＲ
‐１２５、潤滑剤、安定剤および／または難燃剤を導入する前に、既存のＲ‐１３４ａの
少なくとも一部を熱伝達装置から除去する工程を含んでなる、請求項４５に記載の方法。
【請求項４７】
　製品が、熱伝達装置、発泡剤、発泡性組成物、スプレー用組成物、溶媒または機械的動
力発生装置から選択される、請求項４４に記載の方法。
【請求項４８】
　製品が熱伝達装置である、請求項４７に記載の方法。
【請求項４９】
　既存の化合物または組成物が熱伝達組成物である、請求項４４のいずれか一項に記載の
方法。
【請求項５０】
　熱伝達組成物が、Ｒ‐１３４ａ、Ｒ‐１２３４ｙｆおよびＲ‐１５２ａから選択される
冷媒である、請求項４９に記載の方法。
【請求項５１】
　所望により実施例を参照しつつ、実質的にここまでに記載されるような、あらゆる新規
の熱伝達組成物。
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